
    

令 和 ７ 年 ３ 月 ７ 日 

不動産・建設経済局国際市場課 

 

 中堅・中小建設企業向け「外国人技術者の採用・定着支援セミナー」開催！ 
～外国人技術者の採用・定着において企業に求められる対応事項等を紹介～ 

 

 
≪開催概要≫ 

１． 開催日時 令和７年３月２４日（月）１３：００～１４：００ 

オンライン形式（Teams） 

※お申込みいただいた方に別途ＵＲＬをお知らせいたします。 

２． 主  催 国土交通省 

３． 対 象 者 中堅・中小建設企業の経営者、人事労務担当者、現場管理職 等 

４． 講  師 東京経済大学 コミュニケーション学部 准教授/グローバルDEI研究所 所長 小山 健太 氏 

     PwCコンサルティング合同会社 公共事業部  

     国土交通省 不動産・建設経済局 国際市場課 

５． 講演題目 ・基調講演－高度外国人材の受入れにおける現状課題と企業における対応 

・「外国人建設技術者の採用・定着に向けたハンドブック」の紹介 

・国土交通省による関連支援施策の紹介 

※詳細は別添参照 

６． 参 加 費 無 料 

７． 申し込み 事前に下記のＵＲＬから参加申込みの上ご参加ください。 

なお、セミナー終了後に簡単なアンケートへのご協力をお願いします。 

【申込ＵＲＬ】https://forms.gle/HxccD9D46HBbUePL7  

※取得した個人情報は適切に管理し、必要な用途以外に利用しません。 

８． そ の 他 配信するセミナーの動画および静止画の撮影並びに録音はご遠慮ください。 

≪事務局≫ 

PwCコンサルティング合同会社 公共事業部 田中・森田 

問合せ用E-mail jp_cons_foreign-engineers-in-construction@pwc.com 

＜問い合わせ先＞ 

不動産・建設経済局 国際市場課 村田、佐藤 

電話 03-5253-8111（内線24617、24618）、直通 03-5253-8121  

 

国土交通省では、中堅・中小建設企業の外国人技術者の採用・定着を支援するためのオンラインセミ

ナーを開催します。 

異文化マネジメント・高度外国人材のキャリア形成に高い知見を持つ学識経験者における基調講演を

はじめとして、国土交通省が策定したハンドブックをもとに、外国人技術者の採用から定着のために中

堅・中小企業として求められる対応事項等を解説いたします。 

これから外国人技術者の採用の検討を開始する企業から既に採用済みの企業まで、幅広く参考となる

内容です。皆様の積極的なお申し込みをお待ちしております。 

 
申込用ＱＲ 



事業名:令和６年度建設業界における外国人技術者の活用に係る支援及び調査業務
主催：国土交通省 受託運営事業者： PwCコンサルティング合同会社

問い合わせ先：PwCコンサルティング合同会社 公共事業部
Mail：jp_cons_foreign-engineers-in-construction@pwc.com

開催日時 3月24日（月）13時～14時
開催形式 オンライン形式（teams）

参加方法

事前に下記のURLから、参加申込みの上ご参加ください。
※基本的に、PCからのご参加をお願い致します

申込フォーム: https://forms.gle/HxccD9D46HBbUePL7

※内容や登壇者等が変更になる可能性がございます

開会あいさつ13:00～13:05
基調講演－高度外国人材の受入れにおける現状課題と企業
における対応

13:05～13:25

東京経済大学 コミュニケーション学部 准教授/グローバルDEI研究所 所長 小山 健太 氏
異文化マネジメントや高度外国人材のキャリア形成等の観点を中心に、建設企業において求められる受入環境
整備や組織・人材の意識変革等に関して、講話いただきます。

国土交通省による関連支援施策の紹介13:50～14:00
国土交通省 不動産・建設経済局 国際市場課
国土交通省にて実施する中小建設企業向けの外国人建設技術者の受入れ・定着施策
（国内外での合同就職説明会等）を紹介します。

「外国人建設技術者の採用・定着に向けた
ハンドブック」の紹介

13:25～13:50

PwCコンサルティング合同会社 公共事業部
建設業の高度外国人材(外国人技術者等)の受入れ・定着において求められる対応事項を
取りまとめた「外国人建設技術者の採用・活躍に向けたハンドブック」を解説します。

中堅・中小建設企業の経営者・実務担当者のための
外国人技術者の採用・定着支援セミナー

建設業の外国人技術者の採用・定着において
中堅・中小建設企業として求められる対応事項を

国土交通省が策定したハンドブックや関連施策とともにご紹介します

参加
無料

別添


